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デッドロック状態に陥った会社を解散できるか
一、事実経緯

2002年1月、林氏と張氏は持分折半出資により、凱旋実業会社（以下、Ａ社という）を設立した。張氏は法定代表人及び執行董事を就任し、林氏は総経理及び監事を就任した。

Ａ社の定款では、(1)株主会の決議は二分の一以上の議決権を有する株主の可決が必要である。(2)会社の登録資本金の増加または減少、会社の合併または解散、会社形態の変更、会社定款の修正についての議決は、三分の二以上の議決権を有する株主によって採択されなければならない。(3)株主会会議は株主が出資比率によって表決権を行使すると規定されている。

2006年に入り、林氏は張氏との間で次第に矛盾が生じた。

2006年5月9日林氏は、株主会の招集を提議し、通知したが、張氏は林氏が会議を招集する権限がないと考え、会議を開催できなかった。

2006年6月6日、8月8日、9月16日、10月10日、10月17日、林氏は弁護士を通じてＡ社及び張氏宛、株主の権益が厳重に侵害されたことに鑑み、林氏はＡ社株主会の二分の一議決権を有する株主として既に会社の定款に決めた手順によってＡ社を解散する決議を表決し且つ採択し、Ａ社の財務帳簿など資料を引き渡し、且つＡ社を清算することを求める趣旨の書状を発送した。

2006年6月17日、9月7日、10月13日付の張氏の回答書では、林氏の作った株主会決議は合法的な根拠がなく、張氏はＡ社の解散に同意できず、且つＡ社の財務資料の引渡を要求した。

200611月15日、25日、林氏は、それぞれＡ社及び張氏に書状を送付し、Ａ社及び張氏に対し財務帳簿など開示、閲覧、Ａ社の利益の配当、Ａ社の解散を求めたが、張氏がそれに応じないので、中級裁判所に提訴した。

二、裁決の旨

1、 2009年12月8日、中級裁判所は民事判決を下し、林氏の訴訟請求を退けた。判決後、林氏は上訴を提起した。

２、2010年10月19日、高級裁判所は民事判決を下し、一審判決を取消し、法により、Ａ社を解散すると判決した。

三、コメント

1、裁判所の発効した判決はまずＡ社の経営管理は極めて重大な困難が生じたと認めた。会社法第183条及び「最高裁の「中華人民共和国会社法」の適用若干問題に関する規定（二）」（以下、「会社法解釈（二）」という）第1条の規定により、会社の経営管理は厳重な困難が現れたか否かを判断する場合、会社の株主会、董事会或いは執行董事及び監事の運営状況を総合的に分析しなければならない。「会社の経営管理は重大な困難が生じた」という重点は会社管理における重大な内部障害が存在し、例えば、株主会の機能が麻痺し、会社の経営管理に関する決定などが出来ないことに置かれ、一面的に会社の資金の不足、重大な欠損などを経営の困難として理解してはならない。

本案では、Ａ社は張氏と林氏の二人株主のみで、二人がそれぞれ50％持分を有している。Ａ社の定款では「株主会の決議は二分の一以上の議決権を有する株主によって採択されなければならない」。と規定され、且つ、各当事者がその「二分の一以上」に本数を含まないことを一致して認可している。従って、二名株主の間で意見が対立し、互いに協力しなければ、有効な決議を形成できず、明らかに会社の運営に影響を与える。

Ａ社は4年間にずっと株主会を開かず、有効な株主会決議を形成することができないだけでなく、株主会決議の方式によってＡ社を管理することもできず、株主会の機能が麻痺していた。執行董事の張氏は互いに対立している二名董事の一人として、そのＡ社を管理する行為が株主会の決議を貫徹できなくなった。林氏はＡ社の監事として正常に監事の職権を行使できず、監督の役割を発揮しようもない。Ａ社の内部機能は正常に働かず、会社の経営に対して判断できなくなったので、たとえ赤字状況に置かれなくても、Ａ社の経営管理において重大な困難が生じた事実を変えられない。

２、Ａ社の内部運営メカニズムは麻痺していたので、林氏の株主権、監事権は長期的に行使できない状態にあり、そのＡ社を投資した目的を実現できず、利益が重大な損失を蒙り、且つＡ社の
デッドロックがその他の方法を使っても、長期間に解決できない。「会社法解釈（二）」第五条では「当事者が協議し、会社の存続の合意を達成できない場合、人民法院は即時に判決すべきと明確に決められている。本案では二審裁判所は司法手段による強制的な会社の解散を慎むことを考慮し、積極的に和解を行ったが、成功に至らなかった。

３、林氏はＡ社の持分の50％を所有し、会社法では会社の解散訴訟を提起する株主は会社の10％以上の持分を有すべき条件に合致している。

従って、Ａ社は会社法及び「会社法解釈(二)」に決めた株主が会社の解散を提訴する条件と符合している。二審裁判所は、株主の合法権益を十分に保護し、合理的に会社の管理構造を規範し、市場経済の健全な発展を促進する角度から法によって上述の判決を下した。


女性従業員労働保護特別規定についての解説
2012年4月28日、国務院は「女性従業員労働保護特別規定」（以下、特別規定という）を公布し、即日実施した。その概要を以下の通り纏めました。

１、背景

1988年国務院が公布、実施した「女性従業員労働保護規定」は20間年以上過ぎ、女性従業員の人数は1988年当時の5036万人から今日の1.37億人まで増加し、全従業員人数の42.7%を占め、そのうち、女性農民工が女性従業員総数の37％を占めている。女性従業員労働保護の対象、利益訴求は多階層、多様化を呈しているので、従来の規定の一部内容が社会の現状に相応できなくなり、それらの問題を解決するには法改正を必要とすると認識した国務院は国務院令の形式で特別規定の公布・実施を決定した。

２、調整の内容

（１）女性従業員の禁じる従業労働範囲の調整

１）妊娠期間および哺乳期間の保護を重点に、妊娠期間および哺乳期間中の禁じる労働範囲を拡大した。

２）「労働法」は月経期間、妊娠期間および哺乳期間中の禁じる従業労働範囲のみ規定したことを考慮し、既婚妊娠待機期間中の禁じる従業労働範囲を削除した。

３）女性従業員労働保護と女性就業とのバランス関係を保つため、月経期間中の労働を禁じる範囲を縮小した。

（２）出産休暇期間の調整

１）従来の「女性従業員労働保護規定」に決めた女性従業員の出産休暇の90日を14週間（即ち98日）までに延長した。

２）従来の「女性従業員労働保護規定」では女性従業員の流産に対して一定時間の出産休暇を与えると原則だけに決まったが、特別規定では流産休暇を明確し、妊娠4ヶ月未満で流産した場合、15日間出産休暇を享受し、妊娠4ヶ月満了で流産した場合、42日間（6週間）出産休暇を享受すると決める。

（３）出産休暇待遇

１）女性従業員の出産休暇期間中の生育手当について、すでに生育保険に加入した場合、会社の前年度従業者月平均給与の基準によって、生育保険基金が支払う。
２）生育保険に加入しなかった場合、女性従業員出産休暇前の給与基準により会社が支払う。
３）女性従業員の生育または流産の医療費用について、生育保険に決めた項目及び基準により、すでに生育保険に加入した場合、生育保険基金が支払うが、生育保険に加入しない場合、会社が支払うものとする。

３、具体的な措置

（１）部門の職責の明確

特別規定では女性従業員労働保護監督管理体制を以前の労働行政部門1部門から県レベル以上の人民政府人力資源社会保障行政部門、安全生産監督管理部門へ調整し、各自の職責により会社に対して特別規定を遵守する情況を監督、検査する。

（２）法律責任

特別規定では、会社が女性従業員労働保護に違反する法律責任を明確化した。

１）特別規定の第六条第二項、第七条、第九条第一項に違反した場合、侵害された女性従業員の一人当たりに1000元以上5000元以下の基準により罰金する。

２）特別規定付属の第三条、第四条に違反した場合、5万元以上、30万元の罰金を処する。情状が厳重な場合、関連操業を停止し、または所管する人民政府が国務院より決められた権限に従い、会社の閉鎖を命じるよう申し入れる。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	国務院の女性従業員労働保護特別規定（『重要法規解説』をご参照下さい）
	2012/04/11 

	2
	財政部・国家税務総局の労災従業員の取得した労災保険待遇関連個人所得税政策に関する通知
	2011/01/01

	3
	財政部の「国外特許申請支援専項資金管理弁法」の配布に関する通知
	2012/04/14

	4
	商務部の外商投資創業投資企業備案管理の完備に関する通知
	2012/05/07

	5
	最高裁の独占行為によって発生した民事紛争案件審理の法律応用若干問題に関する規定
	2012/06/01

	6
	商務部の商務行政処罰手順規定
	2012/07/01

	7
	国家質量監督検験検疫総局の「輸入食品輸出入備案管理規定」及び「食品輸入記録及び販売記録管理規定」の配布に関する公告
	2012/10/01
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